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本研究の目的は、子育て支援にかかわる保育者の行動規範意識の実態を明らかにするとともに、実践に活用
しやすい「子育て支援ハンドブック」を作成することである。これらの目的を達成するために、以下の２つの
研究に取り組んだ。
【研究１】では、子育て支援にかかわる行動規範意識の実態把握を行うために、保育者を対象としてアンケー
ト調査を実施した。回答が得られた246名のデータを分析した結果、行動規範意識得点が最も高かったのは「プ
ライバシーの保護」および「受容」であり、最も低かったのは「関係機関との連携」であった。「プライバシー
の保護」は法律で秘密保持義務として定められており、服務規程として職場においても遵守が求められている
ことが、得点の高さにつながったものと考えられた。また、子育て支援において「受容」の重要性が広く認識
されていることがうかがえた。一方、保育所等における「関係機関との連携」は、保育者個人というよりも管
理職の判断によってなされることから、行動規範意識得点が低い結果となったと考えられた。
【研究２】では、保育者が活用しやすい子育て支援ハンドブックを作成するために、「活用のしやすさ」に関
するアンケート調査を実施し、その結果をもとに「子育て支援ハンドブック」の作成に取り組んだ。研究に先
立ち、これまでに作成した29項目の行動規範（亀﨑他，2024）に反する「不適切な行為」について検討を行い、
保育者を対象とした調査を通して、行動規範１項目につき１～２項目の「不適切な行為」を作成した。あわせ
て、保育者を対象として「適切な行為」「不適切な行為」を表す具体例を収集した。これらの事前調査のもとに、
保育者に対するアンケート調査を通して、子育て支援ハンドブックの「活用のしやすさ」にかかわる要素を尋
ねた結果、「事例」「端末利用可能」「イラスト」を選択した回答者の割合が高かった。
アンケート調査結果を踏まえ、『これってOK？NG？保育者のための子育て支援ハンドブック』と題するハン
ドブックを作成した。多忙な実践現場において保育者が短時間で内容を把握し、実践に活用できるよう、ハン
ドブックの内容をコンパクトにまとめ、８項目の「保護者に対する倫理責任」（①プライバシーの保護、②受容、
③自己決定の尊重、④意図の説明、⑤関係機関との連携、⑥個別的配慮、⑦子ども理解の促進、⑧差別の禁止）
を柱として構成した。それぞれの項目について、①定義、②「適切な行為（行動規範）」と「不適切な行為」、
③「適切な行為（行動規範）」と「不適切な行為」の内容を表す「例示イラスト」、④解説、⑤コラムを記載し、
「端末利用可能」となるようスマートフォンでの視認性を高める工夫を行った。「例示イラスト」は、保育者か
ら収集された59事例の中から全国の保育者が共通して遭遇しうる事例を選定し、「事例」をストーリー性のある
「イラスト」として表現した。
以上の研究結果をもとに、「子育て支援ハンドブック」の活用可能性と保育者の専門職倫理教育における課題
について考察した。
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Ⅰ．背景と目的

１．専門職としての根拠にもとづく判断の必要性
保育士には法律上、子どもの保育と保護者に対す
る保育に関する指導注1）（以下、子育て支援）という
２つの職務が規定されている（児童福祉法第18条の
４）。このような職務の二重性は、保育者に子育て
支援の葛藤をもたらし、その解決には専門職倫理の
活用が不可欠であることが指摘されている（亀﨑，
20171）；亀﨑，2023a2））。
専門職倫理とは、専門職の価値を実現するため
の約束事やルールの体系であり（小山，2003）3）、専
門職としての適切な行動の基準を示すものである
（鶴，2018）4）。専門職倫理は通常、倫理綱領として
文書化されている。倫理綱領は、専門職の実践の質
の担保や専門職としての社会的信用の確保、倫理的
判断の指針としての機能等を果たすものである（髙
良，2015）5）。したがって、専門職倫理にもとづき実
践を行うことで、根拠にもとづく公平な判断を行う
ことが可能となり、どのような子どもや保護者であ
っても、その権利を保障することができる。さらに、
専門職倫理にもとづく判断には正当性が付与される。
このように、保育者が専門職倫理を実践に活用する
ことにより、個人的価値観や感情に左右されること
なく、適切な判断を行うことができる。
保育所保育指針第１章総則には、「倫理観に裏付け
られた専門的知識、技術及び判断をもって、子ども
を保育するとともに、子どもの保護者に対する保育
に関する指導を行う」こととあり（第１章総則１（１）
エ）、同解説には保育士の専門的な「知識や技術及び
判断は、子どもの最善の利益を尊重することをはじ
めとした児童福祉の理念に基づく倫理観注２）に裏付け
られたものでなくてはならない」と記載されている
（厚生労働省編，2018）6）。このように、保育所保育
指針においても、専門職倫理にもとづく判断の必要
性が示されている。

２．保育者の専門職倫理とその課題
保育者が遵守すべき専門職倫理として、保育士に
は全国保育士会倫理綱領が策定されている。この倫
理綱領は包括的である一方で、諸外国の倫理綱領と
比較すると、その課題として、①保育者が誰に対し
てどのような倫理的責任を有するのかがわかりにく
いこと、②行動規範が示されておらず、行為の水準
において何をすべきか、あるいはすべきではないの
かがわかりにくいこと、③専門職としての価値が明
確化されていないこと、以上３点が指摘されている

（亀﨑・中谷，2021）7）。
アメリカの全米乳幼児教育協会（以下、NAEYC）
の倫理綱領や、社会福祉士の倫理綱領では、これら
の点が明確化されている。とりわけ、アメリカの
NAEYC 倫理綱領（NAEYC，2011）8）は体系的か
つ具体的に保育者の専門職倫理が示されており、大
いに参考になる。翻って、わが国の保育者の専門職
倫理に関する研究では、保育者の倫理責任や子育て
支援に関わる行動規範に関する検討（亀﨑，2020）9）；
亀﨑，2023b10））、保育士がとらえる価値の検討（鶴，
2019）11） 等が行われている（亀﨑，2023a）12）。また、
2024年には保育者向けの専門職倫理ハンドブックも
刊行され（亀﨑他，2024）13）、少数ではあるものの、
保育者の専門職倫理の内容や実践への活用法に関す
る検討が進められつつある。
一方で、子育て支援にかかわる保育者の専門職倫
理意識に関する調査では、保育者は自律的に専門職
倫理を遵守しているというよりも、職務経験や組織
風土の影響を受けながら、経験的に専門職倫理意識
を高めたり低めたりすることが示唆されている（亀
﨑，2022）14）。その背景には、保育者が実践に活用し
やすい行動規範の未整備や、専門職倫理教育の不足
等があると考えられる。

３．研究目的
このような中で、筆者らはこれまでに子育て支援
に焦点化し、公的資料の分析および実践現場へのア
ンケート調査を通して、８項目の「保護者に対する
倫理責任（以下、保護者倫理）」を提示するととも
に（亀﨑，2020）15）、子育て支援にかかわる「行動規
範」を明らかにしてきた（亀﨑，2023b16）；亀﨑他，
202417））。それでは、保育者は実際にこれらの行動規
範を実際にどの程度重視しているのであろうか。ま
た、保育者が子育て支援の実践において、行動規範
を活用するためには、どのようなハンドブックの活
用が有効なのであろうか。
本研究では、専門職倫理にもとづく子育て支援の
実践の展開にむけて、子育て支援にかかわる行動規
範に対する保育者の意識（以下、行動規範意識）の
実態を明らかにするとともに、保育者が実践に活用
しやすい「子育て支援ハンドブック」を作成するこ
とを目的とする。これらの目的を達成するために、
【研究１：子育て支援にかかわる保育者の行動規範
意識の実態把握】および【研究２：保育者に活用し
やすい「子育て支援ハンドブック」の検討】、以上
２点の研究に取り組むこととする。
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Ⅱ．�【研究１】子育て支援にかかわる保育者の
行動規範意識の実態把握

１．目的
【研究１】の目的は、子育て支援にかかわる保育
者の行動規範意識の実態を把握することである。

２．方法
（１）調査対象および調査方法
共同研究者が所属する都道府県に所在し、職員が

30名以上在籍する保育所もしくは幼保連携型認定こ
ども園を複数運営している社会福祉法人を地域ごと
に選出した。施設種別に偏りがないよう考慮した上
で、各地域から計６法人、13園に依頼文書により
調査協力を依頼した。各地域の調査協力園の内訳は、
北陸３園、関西４園、関東２園、九州・沖縄４園で
ある。
これらの調査協力園の職員に、施設長を通して調
査協力依頼を行った。依頼文書にGoogle フォーム
のQRコードおよびURL を記載し、同意が得られ
た場合にGoogle フォームを活用したアンケート調
査への回答を依頼した。調査実施時期は、2024年４
月～５月である。
（２）調査内容
１）基本属性
基本属性を把握するための項目として、①地域、
②施設種別、③運営主体、④性別、⑤年齢、⑥経験
年数、⑦資格取得方法、⑧園内での役割、⑨雇用形

態、⑩個別的支援を要する子どもの保育経験（被虐
待児保育経験、経済的困窮児保育経験、障害児保育
経験、外国籍児保育経験）等について尋ねた。
２）行動規範意識項目
子育て支援にかかわる行動規範に対する保育者の
意識の実態を把握するための項目（以下、行動規範
意識項目）として、８項目の保護者倫理（①プライ
バシーの保護、②受容、③自己決定の尊重、④意図
の説明、⑤関係機関との連携、⑥個別的配慮、⑦子
ども理解の促進、⑧差別の禁止）にかかわる行動規
範に対する重視度を４件法で尋ねた。行動規範意識
項目は、亀﨑（2023b）18）および亀﨑他（2024）19）に
示される29項目の行動規範（表１）のうち、保護者
倫理の各項目に関する代表的な行動規範を各１項目
選定し、計８問を作成した。行動規範意識項目とし
て採用した行動規範は、以下の手順で決定した。
調査に先立ち、2022年12月～ 2023年１月に５つ
の保育所等においてワークショップを実施し、保育
者から「行動規範に反する行為」に関する事例を収
集した。ここで収集された事例をもとに、各行動規
範に対応する「不適切な行為」を作成した（亀﨑，
2024）20）。次に、上記のワークショップの実施園のう
ち、４園の保育者を対象としてヒアリング調査を行
い、亀﨑他（2024）21）に示す「適切な行為」もしく
は「不適切な行為」のうち、思い浮かんだ具体的な
事例をイラストまたは文章で収集した。これらの収
集事例に該当する行動規範は、特に保育者がイメー
ジしやすい項目であると考えられた。そこで、これ

表１．子育て支援にかかわる行動規範の例
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らを行動規範意識項目として採用し、「とても重視
している」「やや重視している」「あまり重視してい
ない」「まったく重視していない」の４件法で重視度
を尋ねた（表２）。
（３）分析方法
調査の結果、246名から回答が得られ、これ
らをすべて分析対象とした。収集したデータは、
まず、全ての項目について単純集計を行った。
「行動規範意識項目」については、「まったく重
視していない」を１点、「あまり重視していな
い」を２点、「やや重視している」を３点、「と
ても重視している」を４点として得点化を行っ
た（以下、行動規範意識得点）。

３．倫理的配慮
本調査は、日本保育協会保育科学研究所倫理
委員会の承認を得た上で実施した。アンケート
調査の実施にあたり、調査票には調査への参加
は任意であることを記載するとともに、アンケ
ートフォームの冒頭において、調査協力の可否
について尋ね、同意を得た場合にのみ回答を依
頼した。回答は無記名とし、回答フォームから
直接回答を回収した。なお、研究メンバー全員
が日本学術振興会による研究倫理教育プログラ
ムの受講を修了し、修了書を取得した。

４．結果
（１）基本属性
回答者の基本属性は表３の通りであった。所属施
設は、認定こども園が84.1％、保育所が15.9% であ
り、地域は近畿が35.8％、九州・沖縄が31.3％、北

表２．設問として採用した行動規範

表３．回答者の基本属性
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陸が24.0％、関東が8.5％であった。回答者は93.9％
が保育士資格を保有しており、95.1% が女性、74.4
％が正規雇用の職員であった。
回答者の年代は、20代が37.0％、30代が25.2％、

40代が17.5％、50代が15.4％、60代が4.9％であり、
経験年数は10年未満が48.0％、10年以上が52.0％で
あった。また、園内での役割は、担任・フリーが
77.2％、副主任・副主幹が4.9％、主任・主幹が5.3
％、副園長・教頭が2.8％、園長が2.0％、その他が
7.8％であった（表３）。

個別的支援を要する子どもの保育経験をもつ回答
者は、「障害児保育経験」が78.5%、「外国籍児保育経
験」が52.0％、「被虐待保育経験」および「経済的困
窮児保育経験」がともに35.0% であった（表４）。
（２）行動規範意識の実態
行動規範意識に関する調査結果は、表５および図
１の通りであった。最も得点が高いのは「プライバ
シーの保護」および「受容」であり、次いで、「差別
の禁止」であった。一方、最も得点が低いのは「関
係機関との連携」、次いで「意図の説明」であった。

図１．行動規範に帯する重視度

表４．個別的配慮を要する子どもの保育経験 表５．行動規範意識得点

配慮

配慮
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５．考察
行動規範意識得点のうち、最も得点が高かった

「プライバシーの保護」は、児童福祉法において秘
密保持義務として定められているものである。した
がって、回答者は繰り返し養成段階において学習し
てきたこと、さらに勤務先の服務規程とも重なるも
のであると考えられる。このような背景が得点の高
さにつながったと考えられる。「受容」は保育所保
育指針において、子育て支援の基本原則として重視
されてきたことから、その内容が浸透していること
が考えられる。その一方で、「受容」は設問の内容
が多義的にとらえられた可能性も否めない。この点
は検討の余地が残された。
行動規範意識得点が低かったのは、「意図の説明」
および「関係機関との連携」であった。「意図の説明」
については、先行研究においても重視度が低い傾向
が示されており（亀﨑，2022b）22）、本研究もこれを
追認する結果となった。その一方で、設問において
園全体にかかわる理念や方針等を例示したために、
管理職の立場にはない保育者にとっては、重視度が
低い結果となった可能性もあると考えられた。「関係
機関との連携」もまた、先行研究（亀﨑，2022b）23）
と同様の傾向が見られた。保育所等における関係機
関との連携は、保育者個人の判断ではなく、管理職
の判断によって行われるものであり、この点が重視
度の低さにつながったと考えられた。
以上の通り、保育者の行動規範意識は、その内容
によってばらつきがあることが明らかとなった。と
りわけ、組織の一員としての「関係機関との連携」
や「意図の説明」については、他の項目に比較する
と重視度が低いことがうかがええた。

Ⅲ．�【研究２】保育者が活用しやすい「子育て
支援ハンドブック」の検討

１．目的
【研究２】の目的は、保育者にとって活用しやす
いハンドブックの特徴を明らかにし、その特徴を踏
まえた「子育て支援ハンドブック」を作成すること
である。

２．方法
（１）�ハンドブックの「活用のしやすさ」に関する

アンケート調査
保育者はどのような特徴をもつハンドブックを活
用しやすいと考えるのかを把握するために、【研究１】
の調査協力者を対象として、Google フォームによ

るアンケート調査を実施し、「ハンドブックにどの
ような要素があれば、実践に活用しやすいと感じる
か」を尋ねた。具体的には「イラスト」「事例」「端
的内容」「端末利用可」「携帯しやすいサイズ」「その
他」の選択肢のうち、１番目に重視する内容（以下、
第一重視項目）、２番目に重視する内容（以下、第
二重視項目）について、選択式にて回答を求めた。
（２）ハンドブックの作成
アンケート調査結果をもとに、保護者倫理に関す
る理解を深めるためのハンドブックを作成した。ま
ず、亀﨑（2023b）24）および（亀﨑他，2024）25）にも
とづき、「適切な行為（行動規範）」と「不適切な行
為」に関する検討を行った。次に、ハンドブックの
「活用のしやすさ」に関するアンケート調査結果を
もとに、「事例」を「イラスト」で表現するための「例
示イラスト」を作成した。例示イラストの作成に
先立ち、５園の保育者の協力を得て、「適切な行為」
および「不適切な行為」の内容を表すイラストまた
は文章を計59点収集した。収集事例のうち、ハン
ドブックの内容理解に役立ち、なおかつ全国の保
育者が共通して遭遇し得る事例を選定した。これを
もとに、イラストの①場面、②登場人物、③保育者
や子ども、保護者の発話内容および使用言語につい
て議論を重ね、ストーリーを一目で表現できる例示
イラストを作成した。例示イラストは、保育者にと
って理解しやすく、親しみやすいものとするために、
複数のイラストレーターの作品を比較検討し、保育
実践場面の構図や子どもの姿を適切に表現できるイ
ラストレーターに、一括して作成を依頼した。
最後に、保護者倫理の項目ごとに、保育者が「適
切な行為」「不適切な行為」を実践と結びつけなが
ら理解できるような解説文を作成した。

３．倫理的配慮
ハンドブックの「活用のしやすさ」に関するアン
ケート調査は、日本保育協会保育科学研究所倫理委
員会の承認を得た上で実施した。アンケート調査の
実施にあたり、調査票には調査への参加は任意であ
ることを記載するとともに、アンケートフォームの
冒頭において、調査協力の可否について尋ね、同意
を得た場合にのみ回答を依頼した。回答は無記名と
し、回答フォームから直接回答を回収した。なお、
研究メンバー全員が日本学術振興会による研究倫理
教育プログラムの受講を修了し、修了書を取得した。

「保育科学研究」第14巻（2024年度）



41

４．結果
（１）保育者のとらえる「活用のしやすさ」
ハンドブックの「活用のしやすさ」の要素
のうち、第一重視項目として最も回答の割合
が高いのは「事例」であり、45.1% であった。
次いで、「端末利用可能」が20.7％、「イラス
ト」が17.5％、「端的内容」が15.4％、「携帯し
やすいサイズ」が0.8％の順であった（図２）。
また、第二重視事項では、「イラスト」が27.6
％と最も高く、次いで、「事例」が26.4％、「端
的内容」が19.9％、「端末利用可能」が17.1％、
「携帯しやすいサイズ」が3.3％の順であった
（図３）。
（２）ハンドブックの概要
これらの結果を踏まえ、全48ページの『こ
れってOK？NG？　保育者のための子育て支
援ハンドブック』と題するハンドブックを作
成した。
まず、「端末利用可能」の重視度の高さを踏まえ、
ハンドブックは保育者が個人のスマートフォンから

自由に閲覧できる仕様とした。あわせて、保育者が
端末を使用してこれを閲覧することを前提として、

色合い、掲載写真の加工方法、文字サ
イズ等を検討し、視認性を高めた。ハ
ンドブックは、勤務時間中に保育者が
短時間で部分的に参照することを想
定し、該当項目の内容を見つけやすく
するために、８項目の保護者倫理を柱
として構成した。その上で、項目ごと
に①定義、②「適切な行為」と「不適
切な行為」、③②の具体例を表す「例
示イラスト」、④解説、⑤コラム等を
掲載した（図４）。
ハンドブックに掲載した「適切な行
為」と「不適切な行為」の内容は、表６
の通りである。先行して作成した29項
目の「行動規範」（亀﨑他，2024）26）に
反する「不適切な行為」について、保
育者にとっての理解のしやすさを考
慮して再考を行い、文章表現や用語を
一部修正するとともに、必要に応じて
読み仮名等を付記した。最終的に「不
適切な行為」は全43項目となった。

図２．「活用のしやすさ」第一重視項目

図４．子育て支援ハンドブックの全体構成および内容

図３．「活用のしやすさ」第二重視項目
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表６．「適切な行為」および「不適切な行為」一覧 

 

項項目目名名  NNoo  適適切切なな行行為為（（行行動動規規範範））  不不適適切切なな行行為為  

11..ププラライイ
ババシシーーのの

保保護護  

1-1 
職務上知り得た子どもや家族の個人情

報やプライバシー情報が漏れることの

ないよう、情報を慎重に取り扱う。 

①子どもや保護者から聞いた話を無断で第三者に

話したり、個人情報が含まれる写真や動画を保

護者の許可なく第三者と共有したりする。 

1-2 
子どもや家族の個人情報やプライバシ

ー情報が漏れないよう、記録を適切に

取り扱う。 

①子どもや保護者の個人情報・プライバシー情報

が含まれる写真や書類を持ち帰ったり、第三者

に見えるような場所で取り扱ったりする。 

1-3 

合理的な理由がない限り、職務におい

て知り得た情報を第三者に提供した

り、本来の目的以外に活用したりしな

い。 

①職務上知り得た情報を、自らの利益のために利

用する。 

1-4 
職務の遂行にあたり、必要以上に個人

情報等を収集しない。 
①個人的な興味・関心により、子どもや家族の個

人情報やプライバシー情報を詮索する。 

1-5 
保育者でなくなった後も、子どもや家

族のプライバシーを尊重し、秘密を保

持する。 

①退職後に、在籍中に知り得た子どもや家族の個

人情報やプライバシー情報を漏らす。 

22..受受容容  

2-1 
どのような保護者の話にも、耳を傾け

る。 

①保護者が安心して話せる関係や雰囲気を作ろう

としない。 
②保護者が思いを話せる場や機会を作ろうとしな

い。 

2-2 
個人的な価値観や社会的規範にとらわ

れず、保護者を尊重し、あるがままを受

け止める。 

①個人的な価値観や社会的規範を重視し、保護者

の思いを理解しようとしない。 
②個人的な価値観や社会的規範による考えや意見

を押し付ける。 

2-3 
保護者に対して個人的な価値観や社会

的規範による非難をしない。 

①個人的な価値観や社会的規範に照らして、保護

者の子育ての方針や養育状況、家庭状況等を非

難する。 

33..自自己己決決
定定のの尊尊重重  

  
  

3-1 
個人的な価値観や社会的規範を押し付

けることなく、保護者が十分に自らの

思いを表現できるよう支える。 

①「こうあるべき」という一般的なイメージを押

し付ける。 
②保育者の個人的な価値観に保護者を意図的に誘

導しようとする。 

3-2 
保護者が自ら選択・決定するために必

要な情報を提供する。 

①情報の提供を怠ったり、偏った情報を提供した

りする。 
②保護者に選択肢を与えない。 

3-3 
子どもや他者の権利を損なわない限

り、保護者の自己決定を尊重する。 
①保護者の思いや考えを考慮せず、園または保育

者の価値観を押し付ける。 

表６．「適切な行為」および「不適切な行為」一覧

１
．
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護

２
．
受
容

３
．
自
己
決
定
の
尊
重
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③「例示イラスト」はアンケート調査における「活
用のしやすさ」に関する結果を踏まえ、保護者倫理
の全項目に掲載することとし、各項目につき２点～
５点、計26点を作成した（図５）。
行動規範意識項目に関するアンケート調査の結果
からは、保護者倫理の重視度には項目間のばらつき
があることが明らかとなった。そこで、④解説およ

び⑤コラム等は、できる限り保護者倫理の各項目の
重要性やその根拠が明確に伝わるよう、具体例を取
り上げながら解説を行った（図６）。とりわけ、「意
図の説明」や「関係機関との連携」については、必
要性を示す根拠法令や具体例、関係機関の例示等を
行った。

図５．「例示イラスト」の例

図６．ハンドブックにおける解説例（「プライバシー保護」）

専門職倫理にもとづく子育て支援に関する研究
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５．考察
【研究２】の結果からは、保育者にとって活用しや
すいハンドブックとは、具体的な事例やイラストが
掲載されており、なおかつ端末で閲覧できるもので
あることが明らかとなった。
保育者が、保育や子育て支援の実践にかかわる知
識を理解する際には、具体的な事例と結びつけなが
ら理解を試みるものと考えられる。そのため、ハン
ドブックに具体的な事例が掲載されていることで、
自らの実践に結び付けて理解することが容易となる。
さらに、内容の理解が深まることで、自らの実践に
活用することも容易になると考えられる。保育者の
養成テキストにおいても、保育所保育指針や幼保連
携型認定こども園教育・保育要領、幼稚園教育要領
等の内容を、実践事例を用いながら解説する方法が
多用されている。つまり、保育者は養成段階におい
て、事例を通した学習を繰り返し行っている。この
ような経験をもつ保育者にとって、「事例」は内容
の理解を深めるための最も身近な学習教材であると
考えられる。そのために、実践に活用しやすいハン
ドブックの要素を尋ねられた際に、もっともイメー
ジしやすい要素として、「事例」が選択された可能性
がある。
「イラスト」もまた、視覚的に一目で様々な情報
を取り込むことができ、記憶にも残りやすいという
側面もある。保育者養成テキストにおいても、親し
みやすさ、身近さ、わかりやすさの点から、イラス
トが掲載されることが少なくない。アンケート調査
においては、「イラスト」の具体例は提示しておらず、
回答者は上記のような保育者養成テキストに多用さ
れるイメージイラストや挿絵を想定した可能性もあ
る。以上の通り、「イラスト」は視覚的に一目で情報
を理解することができることから、保育者にとって
実践に活用しやすい要素として感じられたものと考
えられる。
さらに、「活用のしやすさ」として「端末利用可能」
であることも重視されていた。その理由として、第
１に、ほとんどすべての保育者がスマートフォンを
所有し、常に携帯していることが挙げられる。ハン
ドブックを端末で閲覧することができれば、いつで
も気軽に内容を見ることできる。このような利用の
しやすさが、保育者にとっての活用しやすさにつな
がっているものと推察される。第２に、保育の ICT
化がかかわっているものと考えられる。近年では、
ICT ツールの導入が促進されており、これを活用
している園では、日常的に保育者がスマートフォン
やタブレット等の端末を利用して業務を行っている。

そのため、このような端末からアクセスできること
は、保育者にとって利便性が高く、手軽に活用しや
すいものと考えられる。
「端的内容」については、上記３つの要素ほどは
重視されていないものの、第二優先項目では第３位
となっている。実践への活用のしやすさを問われた
際、回答者は園内で業務時間内もしくは園内研修会、
ミーティング等においてハンドブックを参照するこ
とを想定した可能性がある。そうであるならば、限
られた時間の中で、必要な情報を短時間で効率よく
把握することができるか否かが、ハンドブックの活
用のしやすさを左右すると考えられる。また、園内
でハンドブックを活用しようとする場合には、ハン
ドブックの内容を同僚と共有したり、その内容をも
とに話し合ったりすることが想定される。この場合
には、すべての保育者が簡単に内容を理解し、共有
しあえるような内容であることが重要となる。さら
に、保護者への対応においては、短時間で協議を行
い、速やかに方針を決定しなければならない場面も
少なくない。そのような場面でハンドブックを活用
しようとする場合には、文章量が多く、内容理解に
時間を要するものよりも、端的に内容が示され、必
要な情報を容易に取得できるものが活用しやすいと
考えられる。
以上の通り、多忙な保育者の業務特性や活用ツー
ル、養成段階における学習経験等を踏まえれば、ハ
ンドブックには、利便性や内容のわかりやすさ、視
認性の高さ等が備わっていることが重要であると考
えられた。

Ⅳ．総合考察

1.「子育て支援ハンドブック」の活用可能性
以上、２つの研究結果を踏まえ、まず、本研究の
成果物としての「子育て支援ハンドブック」の活用
可能性について考察する。
１点目として、保育者が日頃の子育て支援の実践
において判断に迷った際の判断基準としての活用が
可能である。とりわけ、ハンドブックには「適切な
行為」と「不適切な行為」が具体化されていること
から、保育者が直面している個別具体的な事例に対
して、「すべきこと」「すべきではないこと」を判断
することが可能である。
２点目に、専門職倫理に関する学習教材としての
活用である。専門職倫理は抽象度が高く、保育者の
ための参考書も非常に少ない状況にある。そうした
中で、保育者が独学で専門職倫理について学び、自
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らの実践と結びつけながら理解を深めていくことは
容易ではないと考えられる。【研究２】においても、
ハンドブックの活用のしやすさの要素として「事
例」「イラスト」「端末利用可能」が重視されており、
保育者は日々の保育実践と結びつけながら、手軽に
いつでも見ることのできるわかりやすい教材を求め
ていることがうかがえた。これらの調査結果を踏ま
えて作成したハンドブックは、スマートフォン等の
端末でいつでも閲覧が可能であり、内容もコンパク
トなものとなっている。また、例示イラストを多用
していることから、「保護者に対する倫理責任」の
側面から、保育者が専門職倫理を学ぶための学習教
材としての活用が可能である。

２．保育者のための専門職倫理教育の必要性
本研究においては、子育て支援の観点から専門職
倫理のうち、より具体的な行動規範に焦点をあてて
行動規範意識の実態把握とハンドブックの作成を行
った。前述の通り、ハンドブックは子育て支援にお
ける倫理的判断を助け、専門職倫理の学習教材とし
て活用することも可能である。しかしながら、保育
者の専門職倫理に関する学習経験を踏まえれば、独
学で専門職倫理を学ぶことには限界があると考えら
れる。
その理由として、保育者は養成教育においても現
職教育においても、専門職倫理を学ぶ機会が保障さ
れていないことが挙げられる（亀﨑，2023a）27）。例
えば、保育士養成カリキュラムにおいては専門職倫
理を学ぶための独立した科目は設置されておらず、
モデルシラバス（厚生労働省，2018）28）において専
門職倫理を学ぶための中心的な科目は「保育者論」
である。しかしながら、その養成テキストにおいて
専門職倫理を取り扱っているものは半数程度であり、
専門職倫理の活用法に言及するものや、保育者が直
面する倫理的問題を扱うテキストは極めて限定的で
ある（亀﨑，2023a）29）。
2023年にこども基本法が施行され、保育者には子
どもの権利保障がより一層求められる中で、「不適切
な保育」注３）に関する事案が相次いで発生している。
保育者の専門職倫理は、子どもや保護者の権利を保
障するためのルールや約束事を示すものであり、こ
れを養成段階から学び、専門職倫理意識を形成する
ことが、子どもの権利保障につながるものと考えら
れる。あわせて、現職教育にも「保育士等キャリア
アップ研修」等において専門職倫理を学ぶための機
会を設けるなど、全ての保育者が専門職倫理につい
て学び、子どもや保護者の権利を保障できるような

取り組みが求められる。

Ⅴ．まとめと今後の課題

本研究では、専門職倫理にもとづく子育て支援の
実践の展開にむけて、子育て支援にかかわる保育者
の行動規範意識の実態を明らかにするとともに、実
践に活用しやすい「子育て支援ハンドブック」の作
成に取り組んだ。
【研究１】では、子育て支援にかかわる行動規範
意識の実態把握を行うために、保育者を対象として
アンケート調査を実施した。分析の結果、行動規範
意識得点は「プライバシーの保護」および「受容」
が最も高く、「関係機関との連携」が最も低いこと
が明らかとなった。本調査の結果からは、子育て支
援にかかわる保育者の行動規範意識は、その内容に
よってばらつきがあることが、とりわけ、組織の一
員としての「関係機関との連携」や「意図の説明」
については、他の項目に比較して重視度が低いこと
がうかがえた。
【研究２】では、まず、子育て支援ハンドブック
の「活用のしやすさ」に関するアンケート調査を実
施した。その結果、「活用のしやすさ」にかかわる
要素として、「事例」「端末利用可能」「イラスト」が
重視されていることが明らかとなった。この調査結
果を踏まえ、『これってOK？NG？保育者のための子
育て支援ハンドブック』と題するハンドブックを作
成した。
以上の結果を踏まえ、成果物としての「子育て支
援ハンドブック」の活用可能性と、保育者の専門職
倫理教育の必要性について考察した。これらを踏ま
えれば、今後はハンドブックの活用ガイドや、ハン
ドブックを活用した専門職倫理教育プログラムの開
発が必要となると考えられる。これらの点が残され
た課題である。
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注
注１）保育指導とは「保護者が支援を求めている子
育ての問題や課題に対して、保護者の気持ちを受
け止めつつ行われる、子育てに関する相談、助言、
行動見本の提示その他の援助業務の総体」であり、
「子どもの保育に関する専門性を有する保育士が、
各家庭において安定した親子関係が築かれ、保護
者の養育力の向上につながることを目指して、保
育の専門的知識・技術を背景としながら行うも
の」とされている（厚生労働省編，2018）30）。
注２）ここで示される「倫理観」とは、『保育所保育
指針解説』において「子どもの最善の利益を尊重
することをはじめとした児童福祉の理念に基づく
倫理観」とされていることから、専門職倫理を示
すものと考えられる（厚生労働省編，2018）31）。
注３）「不適切な保育」とは「不適切な保育の未然
防止及び発生時の対応の手引き」において、「保育
所での保育士等による子どもへの関わりについて、
保育所保育指針に示す子どもの人権・人格の尊重
の観点に照らし、改善を要すると判断される行為」
とされている（キャンサースキャン，2021）32）。
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